
令和４年度第１回鳥取県東部保健医療圏地域保健医療協議会全体会議 

及び医療提供部会合同会議（ 兼 第１回地域医療構想調整会議）次第 

【日 時】令和４年１０月１３日（木）午後６時３０分から８時まで 

【場 所】東部医師会館（鳥取市富安１丁目７５）及びWeb会議 

１ 開会・あいさつ 

２ 委員長・副委員長の選出 

３ 議題 

 （１）新型コロナウイルス感染症を踏まえた地域医療構想の進め方について【資料１】 

    【参考資料１】【参考資料２】【別紙１】【別紙２】 

 （２）外来・在宅医療提供体制に係る調査の実施について【資料２】【参考資料３】【別紙３】 

（３）令和５年度鳥取県医療介護総合確保基金（医療）の圏域要望に係る提案と対応方針（案） 

【資料３】【参考資料４】 

４ 報告 

 （１）医師の働き方改革について【資料４】 

（２）外来機能報告制度について【資料５】 

（３）医療機能情報提供制度について【資料６】 

（４）医療法人の事業報告書等について【資料７】 

 （５）その他 

５ 閉会 

～資 料～ 

【資 料 １】新型コロナウイルス感染症を踏まえた地域医療構想の進め方について 

【資 料 ２】鳥取県外来医療計画及び外来・在宅医療提供体制に係る調査の実施について 

【資 料 ３】令和５年度鳥取県医療介護総合確保基金（医療）の圏域要望に係る提案と対応方針（案） 

【資 料 ４】医師の働き方改革について

【資 料 ５】外来機能報告制度について 

【資 料 ６】医療機能情報提供制度について 

【資 料 ７】医療法人の事業報告書等について 

【参考資料１】令和２年度時点の東部保健医療圏の病院の機能分担と連携の方向性に係る資料 

【参考資料２】第８次医療計画の策定に向けた国の検討体制及び鳥取県の今後のスケジュール 

【別 紙 １】地域医療構想の推進に係る対応方針調査様式 

【別 紙 ２】Ｒ４対応方針調査医療機関一覧 

【参考資料３】外来医療計画について 

【参考資料４】鳥取県医療介護総合確保基金（医療） 

【別 紙 ３】外来・在宅医療提供体制に係る調査票（案） 



○鳥取県東部保健医療圏地域保健医療協議会条例 

平成２９年１２月２２日 

鳥取市条例第６３号 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、鳥

取県東部保健医療圏地域保健医療協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、地域保健医療計画の実施に関する事項について、専門的な立場から客観

的な視点で必要な調査及び審議を行う。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員６５人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、その協議する事項に関し知識又は経験を有する者のうちから、市長が委嘱

する。 

２ 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 協議会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は、委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、議事に関係のある委員の半数以上が出

席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決するものとする。 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、議事に関係を有する者に対して出席を求め、そ

の意見又は説明を聞くことができる。 

（部会） 

第７条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、協議会が指名する。 

３ 前条の規定は、部会の会議について準用する。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、健康こども部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 



鳥取県東部保健医療圏地域保健医療協議会運営要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、鳥取県東部保健医療圏地域保健医療協議会（以下「協議会」という。）

の運営に関し必要な事項を定めるものである。

（組織）

第２条 協議会は、全体会議及び専門部会で構成する。

２ 専門部会は、医療提供部会、健康づくり部会及びへき地・救急医療部会で構成する。

３ 全体会議及び専門部会は、それぞれ次の各号に掲げる人数の委員をもって組織する。

（１）全体会議 １５人以上

（２）医療提供部会 １０人以上

（３）健康づくり部会 １０人以上

（４）へき地・救急医療部会 １０人以上

４ 地域医療構想調整会議は、全体会議及び医療提供部会で構成する。

（協議事項）

第３条 全体会議は、地域保健医療計画の実施に関する事項を協議するものとする。

２ 専門部会は、調査審議事項のうち専門的な事項及びその他必要な事項について協議する

ものとし、その具体的な内容は次の各号に掲げる事項とする。

（１）医療提供部会

プライマリ・ケアから先進医療までの一貫した医療及び医師の教育、研修等に資するため

の病診連携の機能強化に関する事項並びに精神医療、感染症等個々の疾病対策及び医師確

保を中心とした医療人材確保に関する事項

（２）健康づくり部会

  住民の健康を保持増進するための疾病予防を中心とした家庭、学校、職域等における健

康づくりに関する事項

（３）へき地・救急医療部会

 救急医療、災害時医療及びへき地医療対策に関する事項

（部会長及び副部会長）

第４条 専門部会に部会長及び副部会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 部会長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又は、部会長が欠けたときは、

その職務を代理する。



（会議の招集）

第５条 全体会議及び専門部会は、鳥取市保健所長が委員長又は部会長の同意を得て招集す

る。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は、鳥取市保健所において行う。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し、必要な事項は鳥取市保健所長

が別に定める。

附 則

   この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

   この要綱は、令和２年４月１６日から施行する。


